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４ 水管理に係る課題と農業水利システムの再構築  

本章では、農業水利システムにおける水管理システムの位置付け等について

解説するとともに、農業・農村の変化を踏まえた農業水利システムの再構築の

在り方とＩＣＴ技術の活用について整理する。 

（１）農業水利システムとその構成 

農業用水が関わる系全体を包含する概念である農業水利システムは、 

・ 自然物や物理的な施設である以下①～④のシステムと、 

① 流域・水源システム（自然河川・ダム・導水路など）  

② 水路システム（頭首工・揚水機場・水路など） 

③ 末端ほ場システム（給水栓など） 

④ 排水システム（排水路・排水機場など） 

・ これら①～④が本来の機能を発揮するよう配置・組織化された 

⑤ 水管理システム（水管理施設・水管理組織・水利秩序） 

により構成されている（図 4-1）。 

 

図 4- 1  農業水利システムにおける水管理システム 

 

この中で、⑤の水管理システムは、①から④にわたる農業水利施設を通じ

て用水の供給・配分又は農地からの排水などの用排水制御を行うため、それぞ

れの施設の維持・管理を担当する行政組織、土地改良区・土地改良区連合等

（以下、「土地改良区等」）、水利組合等、農家等の水管理組織が、地域の慣行



52 
 

や合意等により形成された水利秩序の中で、水管理施設又は現場の操作盤等に

おいて監視・操作を行うものである。 

水管理が適切かつ円滑に行われるには、 

・ 地域における営農や農業用水需要・水管理の現状 

・ 高齢化に伴う農業者の減少や、担い手への農地集積等に伴うこれら営 

農や水管理に係る地元の意向を踏まえた今後の見通し 

等を踏まえ、農業水利システムにおける農業水利施設、水管理組織及び水利秩

序をバランス良く見直ししていくことが必要である。 

 

ア 流域・水源システム・水路システムと幹線・支線・末端水路レベル 

用水系の農業水利施設に着目すると、 

・ 流域・水源システム（図 4-1 の①）には、ダム、補助水源からダム

への貯水を可能とする導水路が含まれ、 

・ 水路システム（図 4-1 の②）には、用水を河川から取水し、ほ場ま

で送水・配水するための頭首工、揚水機場、幹線水路、分水工、支線水

路、調整池、配水施設、末端水路などが含まれる。 

②の水路システムについて、幹線水路、支線水路、末端水路の形式には、

開水路と管水路があり、これらの施設が適正に組み合わさって、水源から

ほ場まで農業用水が送水・配水される（図 4-2）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：令和 2 年度農業土木事業協会 WEB 研修会資料「ほ場及び広域を対象とした水管理シ

ステムの現状と課題（中矢哲郎）」 

図 4- 2  水路システムの構成（例） 

 

これら農業水利施設の規模や取水量については、日消費水量と受益面積
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を基に用水需要量を積み上げ、ほ場での需要集中を想定せず、24 時間かけ

てほ場に用水供給されることを前提に決定されている。 

 

イ 水管理組織と水利秩序 

水管理は、施設（農業水利施設）に加え、土地改良区等・水利組合等・

末端農家組織などの管理組織と、これら組織内及び組織間の水利秩序（制

度・慣行等のルール）が相まって機能する（図 4-3）。 

※ 図 4-1 に照らせば、①～④の施設と、⑤に含まれる土地改良区等や水利組合等、

制度・慣行等のルールが相まって水管理が機能するということを意味する。 

A地区の農業水利システム
（概念図）

施 設 水利秩序

管理組織

 

※施設には、水路の物理的構造（制御場所、水路形式）が含まれる 

図 4-3  農業水利システムを支える 3 要素 

 

施設規模や取水量の制約の下、典型的な例として、土地改良区が幹線レ

ベル、水利組合や集落が支線レベル、地域の多数の農家がほ場レベルの水

管理を担うといった重層的な役割分担の上、上位からの供給量を基に水利

用のルールが構築され、用水配分がなされてきた（図 4-4）。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 4- 4  農業水利施設の管理と用水配分（これまでのイメージ）  

ほ場レベル（農家）

支線レベル（水利組合等）

幹線レベル（土地改良区等）

分水工

ダム

頭首工

ゲート

分水工

○ 24時間かけて、ほ場に補給することを前提に施設規模や送水量は決定
○ 土地改良区等は幹線～支線分水工までの配水操作を実施

〇 土地改良区等が供給量を決めて、支線レベル以下の配分は、水利組合等に委ねる供
給主導型の水配分

〇 代かき期、普通期など３～４期に分けて、配分する水量を固定する場合が多い。用水不
足への対応が必要な場合には、臨時に分水工等を操作して、配分量を微調整

○ 水利組合等は、これまでの経験則を踏まえて、
支線水路からほ場までの配水操作を実施

○ 水利組合等は農家代表で組織（ボランティア
的）され、地区内の需要量の調整や、土地改良
区との連絡調整を実施

○ 各ほ場への取水は農家が操作
○ 地区内の配水ルールは、集落単位での調整を
基本として、小規模・多数の農家が長い年月を経
て慣習的※に構築。

※ほ場に順位を付けて配水する等

A地区 B地区

農業水利施設の管理と用水配分（これまでのイメージ）
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土地改良区等が管理する幹線レベルにおける用水配分は、土地改良区職員

が自ら実施する場合や、幹線から支線への分水操作等を配水管理委託者に

依頼して実施する場合が多い。 

支線に配水された用水は、水利組合等が、地区内のルールに則り利水調

整を行うが、地区内のルールについて、慣行によるルールはあるものの明

文化されていない地区が大宗を占めている。また、新規就農者や集落外か

らの入作農家に対して、地区内のルールを周知・伝達する機会を持たない

地域もある。 

幹線レベル、支線レベル、ほ場レベルにおける水管理の例を以下に示す。 

 

【幹線レベル（土地改良区）】 

・ 24 時間かけて、ほ場に補給することを前提に施設規模や送水量は決定 

・ 土地改良区等は幹線～支線分水工までの配水操作を実施 

・ 土地改良区等が供給量を決めて、支線レベル以下の配分は、水利組合

等に委ねる供給主導型の水配分 

・ 代かき期、普通期など３～４期に分けて、配分する水量を固定する場

合が多い。用水不足への対応が必要な場合には、臨時に分水工等を操作

して、配分量を微調整 

 

【支線レベル（水利組合）】 

・ 水利組合等は、これまでの経験則を踏まえて、支線水路からほ場まで

の配水操作を実施 

・ 水利組合等は農家代表で組織（ボランティア的）され、地区内の需要

量の調整や、土地改良区等との連絡調整を実施 

 

【ほ場レベル（農家）】 

・ 各ほ場への配水は農家が操作 

・ 地区内の配水ルールは、集落単位での調整を基本として、小規模・多

数の農家が長い年月を経て慣習的※に構築。 

※ ほ場に順位を付けて配水する等 

 

ウ 水管理方式 

水路システムに着目したとき、一般的には図 4-2 のように幹線水路レベ

ル、支線水路レベル及び末端水路レベルにより構成されるが、これらそれ

ぞれの水管理の方式は、それぞれの施設の物理的構造、制御箇所を操作す

る者、下流の需要側との調整頻度などにより、供給主導型・半需要主導
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型・需要主導型の３タイプに分類される（図 4-5、表 4-1）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

          ※需要者からの申し込み水量を基礎に供給側が供給量を決定・操作する方式 

資料：農業水利のための水路システム工学（中・樽屋著: 2 0 1 5）の図を基に編集 

図 4- 5  水管理方式と水路形式 

 

 

表 4- 1  水管理方式と水路形式 

【施設】 

水路の物理的構造 

【組織・人】 

組織的側面 

【制度】 

水利秩序 
水管理 

方式 

制御場所 水路形式 
制御場所を 

操作する者 

需要者との 

調整頻度 

水路の 

上流部で 

流量制御 

・開水路（上流水位制御方式） 

・オープンタイプ管水路 

供給側の者 
(供給型システム) 

低い 
供給 

主導型 

高い 
半需要 

主導型 

水路の 

下流部で 

流量制御 

・クローズドタイプ管水路 

・セミクローズドタイプ管水路 

（・開水路（下流水位制御方式）） 

低い 
供給 

主導型 

高い 
半需要 

主導型 

需要側の者 
(需要型システム) 

 
需要 

主導型 

 

 

開⽔路
・上流⽔位制御⽅式

開⽔路
・下流⽔位制御⽅式

管⽔路
・オープンタイプ
パイプライン⽅式

管⽔路
・クローズドタイプ
パイプライン⽅式

・セミクローズドタイプ
パイプライン⽅式

上流流量制御⽅式

下流流量制御⽅式

下流流量制御⽅式
（供給者が操作可能なシステム）

供給主導型
⽔管理⽅式

半需要主導型
⽔管理⽅式

需要主導型
⽔管理⽅式

供給型システム
（上流操作）

需要型システム
（下流操作）

※
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【水路の物理的構造】 

○ 上流側で流量制御するタイプ 

・開水路（上流水位制御方式）（図 4-6） 

幹線水路システム内において、水源から取水した用水を自然流下で通水

させ、各分水工から末端ブロックへの必要水量を取水する形式。水源から

の供給量が実需要量を上回る場合には、その差が水路流末部から余水とし

て放流される。 

水路の上流域で優先取水できる特性がある一方、下流域で水不足を招く、

用水到達に長時間を要する等の課題もある。 

 
資料：農業水利のための水路システム工学（中・樽屋著: 2 0 1 5） 

図 4- 6  開水路（上流水位制御方式）概要図 

 

・オープンタイプ管水路（図 4-7） 

パイプラインに沿った要所要所に自由水面を持つスタンドを配置した形

式。本形式は水田かんがい用水に多く用いられ、開水路に準じた水路形式

であり、余水はすべて放流されるため、節水の必要がある地域では、調整

池等を設けて無効放流を防ぐ必要がある。 

 

 
資料：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計「パイプライン」（農林水産省: 令和 3 年 6 月） 

 

図 4- 7  オープンタイプ管水路概要図 
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○ 下流側で流量制御するタイプ 

・クローズドタイプ管水路（図 4-8） 

上流から末端まで閉管路で流水が連続し、末端の給水栓を開くことによ

り所要の水量及び水圧を得る方式。特に給水圧力を必要とする用水路に最

適である。 

 

資料：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計「パイプライン」（農林水産省:令和 3 年 6 月） 

図 4- 8  クローズドタイプ管水路概要図 

 

 

・セミクローズドタイプ管水路（図 4-9） 

フロート弁類を連続的に用いることにより構成される形式であり、下流

側のバルブを開閉しない限り水の流動は生じないため、オープンタイプの

ような無効放流はない。水田かんがい用水路として、オープンタイプに代

わって利用されるほか、クローズドタイプでは管路にかかる静水圧が大き

くなり過ぎる場合に、静水圧を切る目的で用いられることが多い。 

 

資料：土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設計「パイプライン」（農林水産省:令和 3 年 6 月） 

図 4- 9  セミクローズドタイプ管水路概要図 
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・開水路（下流水位制御方式） 

支線水路の始点に設けられた水位調整ゲートによって、その下流水位を

一定にし、分水工の下流で流量を制御する方式。制御方式としては優れた

面を持ちながらも、水路構造の変更や工事費の増嵩から、勾配のある開水

路系で採用された例は限定的である。 

 

【制御場所の操作者、需要者との調整、水管理方式】 

○ 供給主導型 

供給側が、水資源状況及び作付け状況と過去の管理経験などから需要量を

想定して水の供給（量）を決定し、施設を操作する方式である。 

施設が開水路（上流水位制御方式）やオープンタイプ管水路の場合、供給

側が上流の取水口等を操作する。施設が開水路（下流水位制御方式）やクロ

ーズドタイプ・セミクローズドタイプ管水路の場合、供給側が分水工等の下

流施設を操作する。 

 

○ 半需要主導型 

需要者からの予定の申し込み水量を基礎に、供給側が水の供給（量）を決

定し、操作する方式である。申し込み水量についてのデータの処理時間と制

御システムの応答特性の時間により、実際の用水供給に遅れが生じる。 

施設が開水路（上流水位制御方式）やオープンタイプ管水路の場合、供給

側が上流の取水口等を操作する。施設が開水路（下流水位制御方式）やクロ

ーズドタイプ・セミクローズドタイプ管水路の場合、供給側が分水工等の下

流施設を操作する。 

 

○ 需要主導型 

水資源量及び施設容量の範囲内で需要者が水の配分を決定し、また即座に

供給を受けることができる方式である。 

施設は開水路（下流水位制御方式）やクローズドタイプ・セミクローズド

タイプ管水路であり、需要者が分水工等の下流施設を操作する。 
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（２）水管理に係る基本的課題 

水管理に係る基本的な課題は、各ほ場に必要な時期に必要な水量を供給す

るために、用水の供給側である土地改良区等や水利組合等、そして用水の需要

側である個々の農家について、それらの労力や電気代などのコストの縮減と、

無効放流の縮減を、どのように達成するかということとなる。 

 

【用水供給側：水管理組織の負担】 

農業水利施設の規模により水源容量、取水量、水路の送水・配水能力な

どは制約されるため、水管理組織は、これらの制約の下、需要に応じて農

業用水を効率的にほ場まで送水・配水する必要がある。 

農業水利施設が位置する範囲は広域に及ぶため、水管理組織は、多数の

施設を操作する労力を要する。特に水資源に制約のある地域においては、

水不足や無効放流が生じないよう適切に施設を操作する労力を要する。 

また、地形条件、施設条件等により、揚水機場、排水機場、電動ゲート、

除塵設備等の施設機械設備を設置している場合、その運転にかかる電気代

負担は小さくない。 

 

【用水需要側：個々の農家の負担】 

ほ場で農業用水を利用する農家の水管理についても、営農の多様化、か

んがい期間の前後倒し等に対応するため、きめ細やかな分水量・水位制御

を行う労力を要する。特に、大規模経営体については、分水量・水位制御

を広範囲で行う必要があるため多大な労力を要する。 
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（３）農業・農村の変化に伴う水管理に係る課題 

少子・高齢化、人口減少の本格化、ライフスタイルの変化や海外市場の拡

大、農地面積や農業就業者の減少による生産基盤の脆弱化、地域コミュニティ

の維持に対する懸念など、我が国の農業・農村をめぐる情勢は大きく変化して

いる。 

このような農業・農村をめぐる情勢の変化、そしてこれに伴う農業用水の

需要の変化により、農業用水の需要と供給の不一致が発生する可能性がある。 

ここでは、以下のような農業・農村の変化を例とし、これに伴う農業用水

の需給及び水管理に係る課題について述べる。 

・ 農村社会の変容（農業従事者の減少や農村の混住化・都市化） 

・ 農業構造の変化（農業経営の大規模化） 

・ 営農の変化や農地面積の変化 

・ 農地整備の進展 

 

ア 農村社会の変容に伴う利水調整・送配水管理の効率化 

【ポイント】 

 農業従事者の減少や農村の混住化・都市化により、水管理組織の空洞化

が進む可能性があるため、利水調整や送水・配水管理の見直し・効率化が

必要となる。 

我が国では農業を支える基幹的農業従事者の減少、高齢化が進行している

（図 4-10）。 

また、農村地域では、混住化・都市化の進行により、農家と土地持ち非

農家の比率が、昭和 60 年では９：１であったものが、平成 27 年では６：

４となり、土地持ち非農家が増加している（図 4-11）。 
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図 4- 1 1  総農家及び土地持ち非農家数の推移  

 

このような農業従事者の減少や農村の混住化・都市化がさらに進行する

と、支線水路レベルを管理する水利組合や、末端水路レベルを管理する農

業従事者同士の互助体制を維持できないなど、水管理組織の空洞化が進む

可能性がある。 

このような場合、従来の水管理体制（土地改良区等、水利組合等、農家

の三重構造の体制）の下、それまでは集落全体として慣行的に取り組まれ

てきた利水調整や送水・配水管理について、新たな状況に対応し、更なる

効率化や体制の見直し等が求められることが考えられる。 

 

図 4- 1 0  基幹的農業従事者の年齢構成の推移  
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イ 農業構造の変化と集落内・集落間の利水調整 

【ポイント】 

 農地集積が進み、集落をまたぐ大規模な農業経営体が増える中、以下の

ような集落内・集落間の利水調整に係る課題に対応する必要がある。 

・ 大規模経営体が他集落に入作する際、その集落において、集落外の

居住者に対し集落の利水調整ルールを周知する仕組みとなっていない

場合、入作した大規模経営体は計画的な営農に支障をきたす可能性が

ある。 

・ 集落をまたぐ大規模経営体の水需要に対し、複数集落間での利水調

整が困難な場合がある。 

【大規模な経営体の増加】  

少子高齢化・人口減少が本格化し、農業者が減少する中にあっても、我

が国の農業が持続的に発展していくためには、一層効率的かつ安定的な農

業構造に転換していくことが重要である。このため、農林水産省は、地域

計画の策定による将来の農地利用の姿の明確化、農地の集積と集約化、農

業生産基盤整備、次世代の担い手への農地をはじめとする経営基盤の円滑

な継承を推進している。 

このような中、大規模な農業経営体や集落営農組織が全体に占める割合

が大きくなっている。 

図 4-12 に示すように、農業経営体の経営耕地面積規模別に経営耕地面積

の割合をみると、30ha 以上の農業経営体は平成 22 年には 26.2％だったと

ころ、令和２年には 36.3％に増加している。一集落当たりの耕地面積は一

般的に 30～50ha 程度と考えられることから、このような 30ha 以上を経営

する経営体は集落全域あるいは複数の集落をまたいだ農業経営を行ってい

ると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「202 0 年農林業センサス」 

図 4- 1 2  経営耕地面積規模別経営耕地面積の割合（全国）  



63 
 

図 4-13 に示すように、経営耕地面積規模別の農業経営体数は、平成 27

年から令和２年までの５年の間に、北海道では 100ha 以上が増加、100ha

以下が減少、都府県は 10ha 以上が増加、10ha 以下が減少するなど、５年

間で大きく変化している。 

図 4-14 に示すように、集落営農組織のうち法人格を有する集落営農組織

の耕作面積（経営面積＋農作業受託面積）については、１集落の規模（30

～50ha 程度）より大きな 30ha 以上の組織数が令和２年において全国平均

で 46.4％を占めている。また、集落営農に取り組む範囲に着目すると、２

集落以上の規模で広域化に取り組む組織が、令和２年において全体の

27.0 ％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「202 0 年農林業センサス」 

図 4- 1 3  経営耕地面積規模別農業経営体数の増減率（平成 27 年から令和２年の比較）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省「令和２年集落営農実態調査報告書」  

図 4- 1 4  集落営農組織の変化 



64 
 

【集落内・集落間の利水調整に係る課題】 

このように農業経営が大規模化すると、所在集落の外の集落において、

入作する形となる農業経営体も出てくる。その際、入作農家に対して集落

内の利水調整ルールを周知する方法を有していない地域や、土地改良区組

合員ではない耕作者（貸借地の所有者が継続的に組合員である場合）に対

して利水調整ルールを周知する方法を有していない地域の場合には、入作

農家となる大規模経営体が地域の利水調整ルールを把握できず、水管理を

含む計画的な営農に支障をきたし、また地域の他の経営体と利水調整に関

しトラブルに発展する可能性が考えられる。 

また、複数の集落間での利水調整の課題も生じる場合が考えられる。従

来、支線レベルを担う水利組合等などの水管理組織は、集落内での利水調

整を担ってきた。しかし、複数の集落をまたぐ大規模経営体が増加する中、

水管理組織がこれら大規模経営体による多様な用水需要を的確に把握し、

集落内部の利水調整を行いつつ、他の集落の水管理組織との利水調整を同

時に行うことは困難と考えられる。このため、大規模経営体サイドが集落

組織単位の用水配分に合わせて営農を行っている等の状況も生じる。 

大規模経営体としては、地域の利水調整ルールに精通した集落内の農家

等に水管理を委託することも考えられるが、この場合、水管理の委託先の

継続的な確保が課題となる。 
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ウ 営農の変化や農地面積の変化への対応 

【ポイント】 

農業経営規模の拡大や消費者ニーズの多様化等に伴って営農が変化し、

用水需要にも変化が生じる。これに対応して農業水利システムを見直す中

で、水管理についても見直す必要が生じる。 

【営農の変化】 

経営規模を拡大した経営体においては、労働時間の分散・省力化として

作期の異なる水稲品種の導入、直播栽培の導入等の動向が確認されている

（図 4-15）。また、多様化する消費者ニーズへの対応、経営戦略から新たな

水稲品種の導入、高収益作物への転換等の動きもみられる。 

こうした営農の変化に伴い、水利用が多様化し、かんがい期間の延長、

使用水量の変化、冬期用水の確保など、用水需要の変化が生じている。特

に、中～大規模経営体においては使用水量が多い。 

このような用水需要の変化に対応するには、その程度に応じて施設の見

直しや水利権の見直しが必要となり、水管理についても、幹線、支線、末

端の各レベルにおいて、施設、水利権、用水需要の変化に合わせた対応が

求められる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：農林水産省農村振興局「土地改良法の改正について（土地改良区の在り方）」  

図 4- 1 5  多様化する作付品種  
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【農地面積の減少】 

我が国の農地面積は、近年一貫してゆるやかな減少傾向が続いている

（図 4-16）。各地区では、受益面積は減少するものの、開水路による用水シ

ステムの場合、幹線水路から支線水路、支線水路から末端水路、末端水路

からほ場に分水する際、円滑に配水するための水位維持用水（ゲタ水）な

どの配水管理用水の確保が新たに必要となる場合がある。 

このような変化に対応し、水管理における送配水量の見直しが生じる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4- 1 6  農地面積、作付（栽培）延べ面積、耕地利用率  
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エ 農地整備による用排分離に伴う変化への対応 

【ポイント】 

農地整備による大区画化・用排分離に伴い、水管理の見直しが生じる場

合がある。 

【営農の変化】 

農業競争力の強化に向けて効率的かつ安定的な農業経営を確保するため、

農地整備事業による農地の大区画化・汎用化が進められている。農地整備

により用水と排水が分離されると、従来の田越しかんがいから、ほ場単位

での給排水が可能となり、個々のほ場の水利用の自由度が向上する（図 4-

17）。 

他方、これにより用水需要の集中が見込まれる場合、水利権の見直しと

ともに、水管理についても合わせて見直すことが必要となる。 

 

 

図 4- 1 7  ほ場整備による用排分離（イメージ） 

 

 

 

 


